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  This is an invitation to the field of health economics, for those who have 
followed the literature in Japan, for those interested in health-care policy issues, and 
especially for professionals in the medical field. I particularly welcome readers who 
wonder why the Japanese government has been so reluctant to adopt incentive reforms 
which apparently would cut costs without dramatically cutting service quality.   
  The Japanese expression “iryo-keizaigaku” literally means “health economics” 
or “the economics of medical care”. As practiced, however, iryo-keizaigaku has almost no 
relationship to the rapidly growing applied microeconomic field of health economics. 
Instead, the Japanese fields of iryo-keizaigaku and iryoseisaku kenkyu (literally, health 
policy research) have a long and independent history. In the current debate over health 
spending and the putative health-care “crisis,” scholars in this tradition have obtained a 
wide public support. Yet they -- as well as the bureaucrats and public commentators 
working in the tradition -- are strongly hostile to standard microeconomics. Naturally, 
they are hostile to the field of health economics as well. Unfortunately, this hostility 
toward basic economic principles among the writers in the field will impoverish public 
debate and lead to bad policy. 
  The leaders in this field have now published a six-volume series on 
Iryo-keizaigaku, which captures the substance of their achievement. In this review 
essay, I first (Sections II~V) critically review this lecture series, and explain its 
independence from standard health economics. Partly because of its independence, the 
lecture series pays little attention to several of the most basic aspects of health care. 
Section VI discusses four such issues. I conclude (Sections VII and VIII) with an 
invitation to health economics, and add several basic instructions to potential readers 
and potential entrants to this field. I suggest that they proceed directly to health 
economics proper, and not waste time and energy in studying iryo-keizaigaku.   
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  この論文では、現時点（2008 年 3 月）までに第 5 巻を除く 5 冊が刊行された『講座  医
療経済・政策学』 （勁草書房。編集は二木立・田中滋・池上直己・西村周三・遠藤久夫の 5
名で構成する編集委員会2による。以下、 『講座』 ）およびこれに関連する「医療経済学」分
野のいくつかの文献（以下、 「 『講座』等」 ）を書評・展望する。同時に、health economics
と日本の 「医療経済学」 研究の関係に焦点を合わせつつ、 この論文の読者がhealth economics
を学んで現代（とりわけ現在）日本の医療「問題」に接近するための手引きを目指す。目
的と位置づけに関していささか分かりにくい表現を用いる理由については後述する。 
  この論文の書評・展望の中心に位置する『講座』は次の 6 巻構成である。以下では、た
第 1 巻、西村・田中・遠藤編『医療経済学の基礎理論と論点』 （ 『講座 1』 、2006 年 6 月）  
2007 年 1 月） 
 
医療経済学」 、health economicsと日本の「医療問題」 
とえば第 1 巻は『講座 1』と表記する。 
 
第 2 巻、遠藤・池上編『医療保険・診療報酬制度』 （ 『講座 2』 、2005 年 3 月） 
第 3 巻、田中・二木編『保健・医療提供制度』 （ 『講座 3』 、2006 年 9 月） 
第 4 巻、池上・西村編『医療技術・医薬品』 （ 『講座 4』 、2005 年 11 月） 
第 5 巻、二木・池上編『看護とリハビリテーション』 （未刊） 
第 6 巻、田中・二木編『医療制度改革の国際比較』 （ 『講座 6』 、
「  
度（改革） 」 「医療危機」 「医療
                                                 
  とりわけこの 2、3 年、多くの雑誌が「医療問題」 「医療制
崩壊」などをタイトルとする特集を組んだ。関連して「医師不足」 「タライ回し」 「老人イ




」 （2008 年 1 月号） 、 「厚生労働省という犯罪」 （2008 年 3 月
大学経済学部教授である。 
3  たとえば、 以下の特集である。 「病院が崩壊する」 （2007 年 6 月号） 、 「老後破綻社会」 （2007
年 8 月号） 、 「医療崩壊の行方





























                                                                                                                                                  
号） 、 「後期高齢者医療制度の虚と真実」 （2008 年 7 月号） 、以上、 『中央公論』 。 「医療崩壊
をくい止める」 （ 『世界』2008 年 2 月号） 。 「後期高齢者を捨てる国」 （ 『文芸春秋』2008 年 7
月号） 。 「ニッポンの医者と病院」 （2006.10.28 号） 、 「老後不安大国」 （2007.9.8 号） 、 「ニッ
ポンの医者・病院・診療所」 （2007.11.3 号） 、 「医療制度改革――間違った政策はこうして
生まれた」 （2008.4.12 号） 、以上、 『週刊東洋経済』 。 「衝撃の医療格差」 （2007.4.7 号） 、 「病
院格付け」 （2008.6.14 号） 、以上、 『週刊ダイヤモンド』 。 




















                                                 
しれない。 私はhealth
Journal of Health Economicsなどの著名な専門化したacademic journalsが存在する。し
かし、経済学の多くの分野と同様、この分野の主要な研究成果の多くは、このような専門
化したjournalsではなく、多くの分野の論文を幅広く掲載する一般的なacademic journals 






とも少なくない。 各国の医療需要の増大および並行する 「医療問題」 の深刻化もあり、 health 
economics分野は、とりわけ最近数十年間にわたって発展が目覚ましい経済学研究分野の 1
つである。 




日本語訳のように見える「医療経済学」に関心が向かい、 「医療制度（改革） 」 「医療問題」
「医療危機」 「医療崩壊」などの華々しい表現に彩られた雑誌の特集や新聞・TV のレポー









執筆者達の著作等を積極的に迂回して health economics に直接向かうことを勧める。す
 
5  たとえば、Arrow[1963]、Manning et al. [1987]、Triplett ed. [1999]、Kessler and 
McClellan [2000]、Cutler ed. [2000]、Cutler et al. eds. [2001]、Chandra and Staiger 
[2007]である。 
 6  でに「医療経済学」分野に入ってしまった読者にも、自らの置かれた状況を冷静に観察・
評価し、適切な対応を早急に取ることを勧める。 
Health economics の少なくとも中核部分は economics （ 『講座』 で愛用される表現では 「新
古典派経済学」 ）の手法を適用した医療（サービス）関連現象の研究・分析である。Health 





メンバーで構成される編集委員会が編集した 『講座』 の内容とこのような health economics
の関係が、以下に見る如く、迂遠であるとしても驚くにあたらない。 
[II]以下、とりわけ[II]～[V]で、 『講座』を検討の俎上に乗せる際にも、 「新古典派経済学」





















雑誌等の特集や新聞・TV 等のレポート・ 「報道」 に対する冷静な好奇心・食欲を刺激し、 『講
座』を象徴とする「医療経済学」さらに health econom
集のタイトルの 1 つである「医療崩壊をくい止める」 （ 『世界』2008 年 2 月号）が多くの
読者に抱かせる疑問・不安・不満を列挙する。 
(A)  この特集は、誰に何を伝え訴えているか？メッセージは明瞭か？説得的か？   









































































  以 ealth 
conomics、the economics of medical care などと呼んで重視する研究分野が急速に展開・
各国で急展開した医療制度の見直し・改革が並行し、多くの側面で health 
における「医療経済学」研究の集大成・象徴である『講座  医療経
下の構成は次の通りである。とりわけ 1980 年代以降、世界中で多くの人達が h
e
発展した。
economics の急展開と連動した。 「医療経済学」は health economics の日本語訳のように見
える。しかし、health economics 研究の成果・方法と、日本で「医療経済（学） 」 「医療（政
策）研究」などと呼ばれる研究分野の成果・方法の関係は必ずしも明確ではない。以下に
見る如く、両者の関係は、広く理解されているように密接ではなく、むしろ迂遠である。
両者の関係が密接であるとする誤解が、health economics への実質的接近を妨げ、 「医療危
機」などと表現される各種「医療問題」の的確な理解と適切な対応策の検討をはなはだし
く遅延させている。 
  この論文では、health economics との関係に注目しつつ日本における「医療経済学」研
究の現状を展望し、この作業を入り口・誘導路として health economics へ読者を招待する
ことを企図する。日本
済・政策学』を「医療経済学」研究の現状の展望の中心に置く。[II]では第 1 巻『医療経済







近の妨げになっていることを念頭に置く。[IV][V]では第 3 巻と第 2 巻に焦点を合わせて日
本の「医療経済学」研究を特徴づける 2 つの主張について検討する。 「 『医師と患者の間に
成立する特殊な関係』と日本の『医療提供体制』 」と題する[IV]は、医師・患者関係として
広く受容されている通説・通念の解剖学的検討である。 「 『医療と非営利性』をめぐる実証
研究(empirical studies)」と題する[V]は、 「医療経済学」研究者の empirical studies 理解の
現状の解剖でもある。 












   
らこの『講座』を手にした読者は、いくつかの側面に関する情報・分析・解説の決定的
不足あるいは欠如に驚き、不満に思うだろう。 「 『講座』に不足・欠如する情報・分析・解
説の 4 側面」と題する[VI]は、このような不満のうち主要な 4 つの側面について立ち入る。  
以上の検討を踏まえて、 「Health Economics への招待」と題する[VII]で、health 
economics に関心をもつ読者に、 「医療経済学」を積極的に迂回して health economics に直
接進むことを勧め、 そのための手引きと参考情報を提示する。 「結語」 と題する[VIII]は、 「と








究の現状を展望する。同時に health economics およびその成果・方法を参
医
この論文で、 『講座  医療経済・政策学』 （ 『講座』 ）を検討・評価対象の中心に置く主た
る理由は次の 5 点である。 
第 1 に、最初に刊行された（2005 年 3 月） 『講座 2』から最新刊（2007 年
6』 までいずれも最近時点のものである。 しかも、 『看護とリハビリテーション』 （第 5 巻）
が未刊であるとはいえ、 『講






















科書ともなっている」 （ 『講座 1』では i 頁） 。 
第 3 に、 「医療経済」 「医療政策」 「医療問題」などに関わる分野（以下、 「医療経済学」 ）
で永年にわたり活躍してきた 5 名の大学教授で構成する編集委員会が『講座』の編集を担
当した（ 「刊行の言葉」の末尾に編集委員会のものであることを明記し、5 名の名前を列挙
する） 。各巻には、担当編集委員 2 名あるいは 3 名の名前を明記し、うち 1 名による「はし
がき」 （ 『講座 1』では田中滋）を収録する。つまり、特定研究者の見解・研究成果を示す書
物ではなく、実績のある研究者の合議制によるバランスの取れた責任ある編集に基づく内
容を期待できる7。 
第 4 に、編集委員全員が、 「医療経済学」分野の研究者・コメンテーター等のグループの
2 大勢力である「経済学者」と「医療従事者」のいずれかに属する。構成比はそのいずれに
も偏っていない8。 
第 5 に、 ほぼ同時期に設立された 「医療経済学会」 の学会誌創刊号 （ 『医療経済研究』 Vol.18、  
No.1、2006）の冒頭に「ご挨拶  医療経済学会設立あたって」 （西村周三） 「巻頭言  学会
誌の役割」 （池上直己）を寄せた両教授が『講座』編集委員会メンバーである9。 
















見せてくれ”show me”  』 という科学的態度(scientific attitude)を採用していない」 （Dawes, 
1994, 202-3 頁） 。ちなみに、同書のタイトル House of Cards の標準的日本語訳は「砂上の
楼閣」である。関連して、三輪・ラムザイヤー[2002、517-19 頁]を参照。 
8  「経済学者」と「医療従事者」の意味等については後に検討する。 




る。 世界中で、 health economics、 特にその empirical studies の多くが、 health economics、
 11 上述の如く、 『問題』の発生原因やその背景を含む発生メカニズムにまで及ぶ幅広い視点
からの検討、他の事象・側面との関連に関わる情報を求めて、研究者・専門家による研究・






関係に焦点を合わせつつ、この論文の読者が health economics を学んで現代（とりわけ現
在）日本の医療「問題」に接近するための手引きとなることを目指す。 
 













  この困難な課題を達成するためには、 医療経済学と医療政策研究の知識と方法が不可欠で




  わが国でも、1990 年代以降、医療経済学と医療政策研究は急速に発展してきているが、
特に実証研究の面では欧米諸国に遅れている点は否めず、 各国の研究成果を学ぶ必要がある
                                                                                                                                                  
health care、medical care などをタイトルに含まない経済学の「一般的な」academic 
journals に発表されている。 

















































は、 たとえば、 Culyer and Newhouse eds. [2000] Handbook of Health Economics, Vol. 1A, 
1B や Jones ed. [2006]収録の諸論文に review され、 あるいは Cutler ed. [2000]、 Cutler and 
 13 Berndt eds. [2001]に収録された論文およびそこで紹介されている health economics 分野
















                                                 
るものか？いかにして「わが国の研究成果と欧米諸国の研究成果の統合もめざす」か？ 


























11  遠藤が中医協公益委員であることが奥付に紹介されている(現時点では中医協会長)。 中医
協（中央社会保険医療協議会）については[VI-3]を参照。 
 14 けとともに各論文の位置づけと内容を紹介している。 『講座 1』の内部に立ち入る手懸りと










                                                 
である12。 









れるかもしれない。次の 2 点に読者の注意を促す必要がある。 
 （ 1） 「分析方法（規範分析と実証分析の双方を含む） 」と表現する。このように対比する






究」という表現の意味と想定する「分析」 「研究」の実質的内容に注意を払う必要がある。  
 （ 2） 「ただし」以下の意味と趣旨が不明である。自動車製造業や繊維産業はもちろん、
小売業、銀行業、各種ソフトウェア産業、ホテル・旅館業、新聞業、放送業、弁護士業な
どのいずれをとっても、その経済分析は当該分野が提供する財・サービスの特性や関連す
る制度・政策の細部にまで立ち入ったものが少なくない。 医療サービスについて 「特性」 「制
 
12  刊行済みの 5 巻のうち『講座 1』を除く 4 冊では編者は 2 名である。 『講座 1』と『講座
3』を除き、いずれも第 1 編者が「はしがき」を執筆している。 『講座 1』では、編者が 3
名であり、第 1 編者（西村）ではなく第 2 編者が「はしがき」を執筆している。 
13  たとえば、この論文の[IV-2]を参照。 
14  ここでは規範分析は”normative analysis (study)”の訳語と理解している。 「経済学一般」
という表現の意味は不明である。 「双方を含む」 という微妙な表現の意味には立ち入らない。
田中が 「新古典派」 経済学と呼ぶ標準的な経済学の分野の positive economics と normative 
economics の関係と同質あるいは類似の関係を想定すべきか否かは私には不明である。 
15  Culyer and Newhouse eds. [2000]、 Cutler ed. [2000]、 Cutler and Berndt eds. [2001]、
Jones ed. [2006]などの所収論文およびそこで言及・紹介される研究の圧倒的部分が
empirical studies である。 
















  」は第 1 章に 2 章、3 章、5 章、6 章と
は で使用され、
さ する（私を含む）
の経済分析についても同様である。Economic analysis of legal service industry や Law 














  『講座 1』は次の 8 章で構成される（カッコ内は執筆者） 。 
 第 1 章「医療経済学の潮流」 （権丈善一） 
 第 2 章「医療サービスの経済的特性」 （遠藤久夫） 
第 3 章「医療保険の経済理論」 （西村周三） 
第 4 章「マクロ経済と医療保障」 （田中滋）
第 5 章「医療需要曲線と医療誘発需要をめぐって」 （
第 6 章「医療における競争と規制」 （遠藤久夫
第 7 章「総医療費水準の決定因子をめぐる論












れるか否かは明らかでない。 「はしがき」のこの部分について 3 名の共編者間には合意が
のような特徴づけの根拠と意味・意図は何か？この特徴づけに基づく対
所得配分」の「公正」に「上位概念」からくる特































理主義 （者） 、 重力原理主義 （者） 、 政府原理主義 （者） 」 と題した三輪・ラムザイヤー[2007、
223-25 頁]の Column 4 を参照。 









（5）  「新制度派」の「診断」手法はいかなるものか？『講座 1』 、さらに『講座』のど
こに提示されているか？17 






第 1 章「医療経済学の潮流」 （権丈、2006）について「はしがき」は次の如く要約・紹介
に基づいた所得分配を、社会保障給付（再分配）の基本である必要原則によって
修正することの意味を、社会の価値体系とからめて説く論調は鋭い。そこでは死荷重を効率
                                                 


































































上掲 5 つの疑問に関するものも含めて、権丈[2006]の検討・評価は読者に任せる。 
 権 丈 [2006]は 5 つの節の前後に「はじめに
りである。 
 第 1 節  市場を是とみなす論理構造 
第2節  社会経済政策と価値判断、そして政治的態度 
第3節  制度派経済学と医師誘発需要理論
第4節  価格にかわる経済制度の管理
第5節  新古典派医療経済学と制度経済学の性質 
 
18 [IV-1]に見る池上[2005]に象徴的に展開される、 医師に任せろ、 という主張のようである。  










『講座 1』 「はしがき」は、 「経済学を思想上の観点から区分すると」で始まる第 1 章（権
章、6 章はこれらの
え方が体系立てて示されている」で終わる次の部分を置く(ii 頁)。 
                                                 
である。これに先行する「はじめに」で「経済学
のではなく、是非とも先に読み進めてもらいたい」と















[II-6].  医療経済学（広義のヘルスエコノミクス）の 3 つのカテゴリ？ 
 
 















向け」る勢力が形成された。 「 （新）制度派」 （経済学）と称する勢力はその一部だというの
が私の観察である。 「近代経済学」という表現はかなり前に死語となった。 



































する方法（基礎理論）を持たないのではないか？『講座 2』 『講座 3』は、適用する
分析方法を欠落した研究者によって執筆されたのでは
（6） 「これらの考え方が体系立てて示されている」 第 2 章、 3 章、 5 章、 6 章の執筆者は、
『講座 1』の共同編集者である遠藤と西村である。この両名あるいはそのいずれか
は「新古典派」の研究者か？両名の「新古典派」経済学理解は正
「はしがき」にいう「医療経済学」の 3 つのカテゴリの第 2 は、 「医療経済学独特のフィ
、医療費の経済分析」であり、 「多様な意味で使われる医療費の分析は、医療経済









 21 は取り扱わない」とする22。第 2、第 3 のカテゴリの分析に使用する方法（基礎理論、とり
わけ「新制度派」経済学）に関する重要な情報が提示されることはなさそうである。 
 
[II-7].  遠藤久夫[2006a]と「市場の失敗」 
 
  「これらの考え方が体系立てて示されている」 （ 「はしがき」 ）第 2 章、3 章、5 章、6 章の
紹介により大きな重点を置いているように見え











識に欠ける読者（とりわけ、 「医療従事者」 ）には Mankiw[2004]の如き標準的な入門書の参
照を勧める。 
 第2 章「医療サービスの経済的特性」 （遠藤、2006a）について「はしがき」は次の如く













22  第 3 のカテゴリに関わる「本書の範疇を超える」という記述の意味に注意する必要があ







は、そのため基礎理論（分析手法）は何かという難問に直面するだろう。 ）また、 「狭義」 「広








「市場の失敗」   




















という財・サービスとは一線を画している。   











 （ 1） 「市場の失敗」とはいかなる概念か？ 



















効果は絶大だろう。賢明あるいは慎重な読者は、 「待てよ」と立ち止まって、上の 3 つの設































 24 「外部性」と「情報の非対称性」 
「外部性」 「情報の非対称性」を例にして、 「市場の失
生水準（望ましさの








  外部性とは、あなた（消費者 i）の選択結果が隣人（消費者 j）の厚
程度）に直接（市場取引を経由せず）影響を与えることである。外部性が存在すると、消
費者 i は自らの消費選択に際して消費者 j に与える影響を考慮しないから、消費者 i の選択
は後者をも考慮に入れた「社会的」に最適な選択から乖離する。このとき、 「市場の失敗」
が生じる。i, j を企業としても同様の議論が成立する。このケースに該当する次の如き具体
例について、 「市場の失敗」への対応として「政府の介入」を望むかという問いに YES と
回答する読者は稀だろう。 























                                                  
24  ここで「市場に委ねておけば効率的な資源配分が行われるという財・サービスとは一線
 25 編集者および『講座』編集委員会の意図と判断の妥当性の検討は読者に任せる25。 
 
[II-8].  西村周三[2006a]の位置づけ 
 


















2 章と同様、第 3 章執筆者（西村）は『講座 1』の共同編集者である。西村[2006a]の
役割分担の決定およ
し



















確立・普及を目指す（ 「刊行の言葉」 ） 『講座』 、つまり今日の日本の「医療経済学」分野を
象徴する基本文献（しかもその第 1 巻の基幹部分）に「市場の失敗」という表現が昔懐か
しい姿で活躍することに驚くと同時に奇妙な感慨を覚えた。 
















                                                 
、 「基礎知識」の存在およびその重要性を理解する必要があるから、 「国民皆保険制度」
の基礎理論に焦点を合わせるのだと了解して、驚くことなく通過するかもしれない。 ）さら
に、 「はしがき」の紹介と西村[2006a]の内容の対応関係にも驚く読者が少なくないだろう。  
西村[2006a]は冒頭の「はじめに」を「医療保険に関する経済理論の発展には、大別して
2 つの流れがある」という文章で始める。 「ミクロ経済学が用いる中核的方法論」について




れを第 3 章に置く意図・意味のいずれもが理解困難だろう。 
2 つの流れについて、 「1 つの流れは、社会保険制度としての医療保険制度をめぐる議論
の展開であり、いま 1 つの流れは、私的・民間保険としての医療保険制度の機能をめぐる
議論である」とし、 「これら 2 つの流れを、完全に切り離された






















[III-1].  『講座』全体を基礎づける基礎理論・分析手法に関する合意が成立していない 




































（5） 『講座 1』後半、さらに『講座 2』以下の各巻の記述・検討の基礎理論・分析手法は
 
27  戦後半世紀以上の期間にわたる主要国における the dynamics of medical-care reform の
国際比較に関心の読者には、”In no country are people particularly happy with their 
health-care system”という文章で始まる Cutler [2002]の一読を勧める。 
 28 『講座 1』には明示されていないということか？新制度派経済学あるいは新古典派
経済学のいずれかを実質的に選択し採用しているのか？選択は編集委員が管理・監
（6） 『






                                                 
督しているのか？各執筆者の自由な選択に任されているのか（結果として、実質的
にバラバラか）？ 
講座 2』以下の記述・検討の基礎理論・分析手法は、 『講座 1』に言及されたものと
異なるのか？異なるとすれば、 『講座』のどこに提示・紹介されているか？ 









 第2 点は、上述の如く、医療経済学（広義のヘルスエコノミクス）の 3 つのカテゴリの
うち、医学・公衆衛生学・薬剤経済学の技法によるアプローチが多い第 3 のカテゴリであ
るヘルス・サービス・リサーチ（狭
として『講座 1』で取り扱わない（ 『講座 1』 「はしがき」 ）ことである。第 1 のカテゴリは
ミクロ経済学の応用である。第 3 のカテゴリについては、話題・論点を『講座 1』で取り扱
わないうえに、ミクロ経済学以外の基礎理論・分析手法が用いられているはずである。 














 29  



















































三輪・ラムザイヤー、2007、20-21 頁） 。 
30  詳細は不明だが、 「医療経済」や「医療政
 30   先へ進む前に、この点を指摘し、明確な理論に基づき「きちんと考える」作業を欠落さ
せることの危険性を指摘した文章を参考として転載する。 「系列」 「企業集団」 「メインバン
とこれら











話』 『占い』 」と題した三輪・ラムザイヤー[2007、283 頁]の Column 5 である。 
 




























                                                                                                                                                  
うのが私の推測である。 
























  [II-1]で、この論文で『講座』を検討・評価対象の中心に置く 5 つの主たる理由について
解説した。理由の 5 番目にほぼ同時期に「医療経済学会」が設立され、その創刊号（ 『医療
経済研究』Vol.18、No.1、200631）の冒頭に「ご挨拶」と「巻頭言」を寄せた西村
両教授がともに『講座』編集委員会のメンバーである点をあげた。 





「ご挨拶」 （西村、2006b）と「巻頭言」 （池上、2006b）   
先に掲載される「ご挨拶  医療経済学会設立あたって」 （西村、2006b）は、冒頭で、こ
れまでも何度もあった医療経済学会を設立しようという動きが頓挫した重要な原因の 1 つ
療従事者との間でかなり見方






32 [II]に見た如く、 『講座 1』の 3 名の編集者のうち西村はやや特異・奇妙な位置を占め、
西村[2006a]の内容も読者を戸惑わせるものであった点に留意されたい。5 名の『講座』編
集委員のうち二木・池上の 2 名が医学部出身者である。このうち現在までに刊行された 5
冊の中で二木の執筆分は『講座 3』の「はしがき」のみであって、担当執筆論文は見あたら








































「巻頭言」 （池上、2006b）に関わる 6 つの疑問・問題点 
以下に、池上の「巻頭言」に関わる 6 つの疑問・問題点を列挙する。 『講座 2』以下の内
容の検討・理解に有用であると同時に、同質の誤解・無理解・混乱・偏見が各種「医療問








                                                 
打開策ともなり得るとの判断に基づく。一部については[VI]でさらに立ち入る。 




で発達した手法を適用する。 「ロケット工学を主とし、 経済学を従とする」 と位置づけるか？
世界中で「法と経済学(Law & Economics)」と呼ばれる分野が大きく発展し「法律」 「法学」




 （ 2） 「主」 「従」とはいかなる意味か？「主」 「従」という位置づけに特段の意味がなけ
れば、 「医療従事者にとっては主客が逆転しており、医療が主で、経済を従とする分野とし
て捉え」と





えば、 医学 （ 「医療政策研究」 ？） や社会学、 工学などの適用を排除するということもない。
以上の点は、 「医療」 、教育、農業、法律・法制度、さまざまな分野の研究開発、企業の組
織・行動などのすべてにあてはまる34。 









34  とりわけ伝統的なタイプの法学者・法律家の中に、 （多くの lawyers が）経済学の手法を




 34 う36。引用冒頭の「 『医療経済学』については、パラダイムも方法論も共有されているとは
言い難い」という見解の「パラダイム」 「方法論」 （とりわけ、後者）という表現の意味は
何かという疑問も浮上する。池上のいう「方法論」とは何か？37 
 （ 4） 「前者の立場を貫徹すれば、会員は経済学者にほぼ限られるので」という。法制度
に関わる諸現象 （法解釈や立法を含む） の分析に経済学の手法を適用するLaw & Economics













農業（経済） 、工業（経済） 、商業（経済） 、教育、研究開発な
社会学などの各方面で広く採用され、それぞれの分野で有力な
取得した研究者は？
rogrammes, 2nd (Drummond et al.、1997)の第 2 版の日本語

























きるように読者を導くこと」を目的として執筆された Methods for the Economic 
Evaluation of Health Care P
















































 36  
[IV].  「医師と患者の間に成立する特殊な関係」と日本の「医療提供体制」 
『講座 2』以下の既刊 4 冊のうち、以下の検討の焦点は『講座 3』と『講座 2』である。
3』 （田中・二木編）の検討が中心である。いず













れも『講座』編集委員による冒頭の 3 つの章、第 1 章「わが国の医療提供体制の展開」 （田
中、2006） 、第 2 章「地域医療計画の課題と新たな展開」 （池上、2006a） 、第 3 章「医療の
非営利性」 （遠藤、2006b）の 3 つの章を取り上げる。さらに、 『医療保険・診療報酬制度』













「第 1 節  だれが給付範囲を決めるか」の「1  患者の判




一任する必要にある（池上、1992） 。／  このような特殊な状況に対応するために、専門
                                                                                                                                                  














































割り振っている点にある。引用 2 番目のパラグラフがその中核である。 

























                                                  
医療制度につながる『医療制度改革大綱』が医療制度改革関連法案として閣議決定された
のは 2006 年 2 月 10 日である。 2005 年秋の経済財政諮問会議における議論を踏まえ
43 2008 年 4 月以降に後期高齢者医療制度をめぐる騒動が激化した。 この制度を含む高齢者
て、 11
月 22 日の諮問会議で厚生労働大臣を含めた合意の確認が行われ、12 月 1 日に政府・与党
協議会がこの『大綱』を決定した。経済財政諮問会議の運営、とくに有識者議員をサポー
トして提案をつくりあげる仕事に従事した大田弘子は後に次の如く記す（大田、2006、
























ような分野では、 「独占の弊害」 への消費者の懸念はいっそう深刻なはずである。 池上[2005]
の見解には、 「独占の弊害」に対する懸念が全く見られない46。 











45  たとえば、医療サービス分野に詳しい経済学者を代表する 6 名による医療サービ
の物価指数に焦点を合わせた展望論文(Berndt et al., 2001)は、前段の医療サービス分野の
特徴に関する部分で次の如く記す(p.145)。”… consumers do not always know what 
services they want. Patients tend to rely on physicians both to provide them services 
and to recommend the services they need. As a result, there is a principal-agent 
problem: Patients would like physicians to act in the patients’ best in





46  必ずしも「新古典派経済学」に基づくものではないが、 「独占」などの原因によっ
が適切に機能しないケースでは産業全体を政府の厳格な（価格および参入・退出）規制下
に置くという政策が各国で採用されてきた。それでも被規制産業（企業）が情報操作等の
手段を通じて規制者を自らの利益に沿って行動させる (captive にする)  傾向の回避が困難
である点が強く認識されるに至った。 さらに、 「独占の弊害」 への対応策に限定されないが、
社会にとって重要な意思決定とその実施











限定つきの現状に関する判断か？（ 『講座 3』第 2 章の池上[2006a]に関連して次項でも見る
如く「情報の非対称性」を重視する池上の評価はきわめて否定的である。 ） 
 池 上 [2005]の見解および、 これに関する以上の一連の疑問・批判の評価は読者の役割であ
る。池上の見解の正確な理解は私には不可能である。標準的な経済学に基づいて解読する







  『講座 3』の 3 本の論文の検討に移ろう。次の 2 点が検討の焦点である。第 1 は（地域）
「医療計画」を中心とする日本の医療提供体制に関する池上と田中の見解である。第 2 は
「医療と非営利性」をめぐる実証研究(empirical studies)に関をる遠藤と田中の見解である。
本項で第 1 点について検討し、[V]で第 2 点について検討する。 
「医療計画」を中心とする日本の医療提供体制に関する検討の焦点は第 2 章「地域医療
計画の課題と新たな展開」 （池上、2006a）である。池上[2006a]について『講座 3』 「はし




次いで、日本における医療計画の変遷と問題点を、1985 年～2000 年に実施された第 1 次
～第 4 次医療法改正に伴う地域医療計画を中心に、検討している。最後に、日本における
地域医療計画の問題点を整理した上で、著者自身による「新たな医療計画の試案」を提示
している（これらの一部は第 5 次医療法改正で実現した） 。第 1 章と第 2 章は相補的であ
り、 読者は、 これらにより日本の医療提供 「制度についてたくさん学」 ぶことができよう。 
 
  「はしがき」は池上[2006a]と「相補的」であるとする第 1 章「わが国の医療提供体制の


















                                                 
なく、 「医療システムへのアクセスがバリアフリーである」と理解すべきであることを強
調している。 次に、 2006 年の第 5 次医療法改正により 2008 年から
人制度改革についての各種検討会での豊富な経験も踏まえて、第 5 次医療法改正のもう 1
つの柱である医療法人制度改革の概要と課題を示している47。 
しがき」 によれば、 2 つの章の内容の中心は次の通りである。 池上・田中はともに 「医
」の必要性を重視してきた。しかし、池上[2006a]・田中[2006]が望ましいとする「医
















下の 4 つの点に関する検討とそのための理論構築が求められているのではなかろうか」 （19
頁）で始まる部分について共編者でもある田中も「医療提供制度に関する医療経済学研究
のフロンティアと言える」とする紹介に同意しているはずである。しかし、 「さしあたり」
という表現を含む次の文章で始まる第 4 に困惑する読者が多いだろう。 「最後の第 4 は公益
性にかかわる分析概念の研究である。公益性は非営利性とは異なる。さしあたり以下のよ

















市場経済における「計画」 ：市場経済に馴染まない医療サービスの 2 つの側面 











                                
として受け取られており、規制改革の原理原則的な理由から医療計画に基づ
ベッドの増床に対する規制の撤廃を求めてきた（行政改
の次の 2 つの側面に留意する必要がある。 
[2006a]が「留意する必要がある」とする 2 つの側面は次の通りである。第 1 に、 「医
者の情報の非対称性にあり、消費者として医療機関や医療サービスの内容を選択す






医療を提供できない」 （23-24 頁） 。 
 池 上 [2006a]は、 「留意する必要がある」 「2 つの側面」の紹介から、 「したがって、医療の
提供を市場経済にそのまま委ねることはできない」と結論する。 
 
                   
49  行政改革委員会 OB 会[1998]とは、3 年間存続した行政改革委員会（規制緩和小委員会）
が 3 年目の報告書（最終報告書）の公表直後に解散したことを受けて、旧メンバーが 3 年
目の報告書を含む全 3 年間の活動報告書をまとめて行政改革委員会 OB 会の名前で刊行し








委員会（規制緩和小委員会）について簡単には三輪[1997]第 1 章を参照。 
















2 つの部分に分けて検討する。第 1 に、 「患者と国民の利害を調整する必要」に応じるた
（2）このために「調整」が「大きな争点」とならなか
っ













不可解な文章に「第 1 節  医療計画の基本問題」が続く。これによって読者の困惑








第 2 に、 「しかしながら、最近になって市場主義者からの批判が高まっているので、改め
て医療計画の意義を検証する必要がある」という。 「市場主義者からの批判が高ま」らなけ
 
50  関連して、この論文の[VI-4]を参照。 


































池上[2006a]は第 1 節 「医療計画の基本課題」 で 「1  医療需要の 3 層構造」 に続いて 「2  な




















                      
の空論に終わる性質を内在し
する体制が必要である」 （28 頁）とする。 「強力に推進する体制が必要である」の部分が
主張の中核である。 
「理想の医療提供体制を計画しても、以下述べる理由により一般に失敗に終わっている」
として池上[2006a]が列挙する 4 つの理由は次の通りである（26-28 頁） 。しかし、少なから
ぬ読者が「最大の理由
」と了解し、苦笑するだろう。 











圏域としての「医療圏」の設定だけであった（同上、30-31 頁） 。 
  以後、2000 年の第 4 次医療法改正を経て 2006 年の第 5 次医療法改正に基づく医療計画
が 2008 年から開始予定となった。第 4 次改正までの状況を念頭に置いて、池上[2006a]は
第 3 節「新たな医療計画の私案」冒頭の「1  日本における基本的問









                             
53 「はしがき」は「これらの一部は第 5 次医療法改正で実現した」とする。 「一部」の規模・
比重に関する情報はない。 「はしがき」では「試案」となっている。 




[V ].  遠藤久夫[2006b]に関する一般的評価 
医療と非営利性」をめぐる実証研究（empirical studies）に関わる遠藤[2006b]と田中
章「医療と非営利性」 （遠藤、2006b）につい


















































































55  西村が「ある種の」という不可解な修飾語を付す理由は不明である。 
56  経済学の実証研究(empirical studies)になじみが薄く、具体的例示に関心の読者は三輪・
ラムザイヤー[2007]を参照されたい。たとえば、第 8 章から第 11 章は著者たちが英文の学
術雑誌に発表した 2 本の論文を素材にした解説例である。 































配慮・警戒心・努力が見られない。 「はしがき」は、 「本章は本巻の白眉」であるとし、 「株
式会社による病院経営解禁論争に理論的決着を与える」ものだとさえ評価する。 
  経済学の実証研究は上に見た如きstepsを経て行うものだと認識する標準的なタイプの経












は容易ではない」と題した三輪・ラムザイヤー[2007、203-5 頁]の Column 2 を参照された
い。 






adictory results on about any of the dimensions. Overall, one is struck by 
pt in areas, 













Newhouse eds. [2000]所収のDranove and Satterthwaite [2000]とSloan [2000]である。こ
の 2 冊合計で約 2,000 頁のHandbook of Health Economicsは経済学分野で幅広く利用され
ているHandbooks in Economics seriesの 17 番目のものであり、 Part 5 –The Medical Care 
Marketに含まれるこれら 2 つの論文はCh. 20. The Industrial Organization of Health 
Care MarketsとCh. 21. Not-For-Pr fit Ownership and Hospital Behaviorである。 さらに、
The Changing Hospital Industry: Comparing Not-for-Profit and For-Profit Institutions 




『使える』教科書」 （ 「刊行の言葉」 ）であることを標榜する『講座』には必要だろう。 
  ちなみに Sloan[2000]は”5.8. Bottom line”の冒頭で次の如く記す(p.1165)。 
 
Given the vast amount of evidence on hospital performance, one can find some 
contr










59  広く用いられている textbookによる簡明な review に関心の読者は Folland et al. [2007]
待されるのではない。 
の Ch. 13. Nonprofit Firms（とりわけ pp.290-91）を参照。 
60  「多面的・包括的にサーベイ」 （ 「はしがき」 ）することが期



















 第 3 点は結論と設問の不可解な関係に関わる。遠藤[2006b]は第 2 節「医療機関の非営利










  続くパラグラフの冒頭では、 「営利組織（株式会社） 、公立組織（政府）以外に民間非営
利組織が存在する理由については様々な議論がなされてきた」とし、 「大別して 2 つのアプ
ローチに集約できる」とする。ここで紹介される内容が適切だとしても、ここから「医療
機関として営利組織は適さない」ことの理由は導けないはずである。 
 第 4 点は、非営利機関の実質的性格づけに関する標準的理解との関係である。 『講座 3』
の編者でもある田中は第 1 章「わが国の医療提供体制の展開」 （田中、2006）の冒頭部分で
「自由開業制の第 2 の意味」と題して次の如く主張する。ここに示される見解が「非営利
機関」の性格づけに関する標準的理解として多くの読者にも受け入れる






















































第 6 点は、サーベイ対象文献の選択に関わる。第 3 節「アメリカで行われた比較研究の
サーベイ」では、冒頭次の如く宣言して、 「アメリカで精力的に行われた営利病院と非営利
病院のパフォーマンスの比較研究をサーベイすることにより、非営利性が病院行動に与え
















                                                 
者からの利潤追求を求めるガバナンスがない」とする大前提を受け入れない読者も





争が展開するのは 1990 年代後半から 21 世紀にかけてである。 さらに、 health economics
分野に関わる経済学者の代表的論文が掲載されるjournalsやconference volumesがほとん
ど参照されておらず、結果としてサーベイ対象文献の選択がはなはだしく偏っているよう
に見える。Quarterly Journal of Economicsに発表されたKessler and McClellan [2000]61










61  この論文をめぐるその後の議論については Kessler and Geppert [2005]を参照。また、
American Economic Association の年次総会の Information, Pricing, and Productivity of 
Medical Technology session で報告された Cutler et al. [2004]、 Baker et al. [2004]、 Dor et 
al. [2004]の 3 論文と Gertler [2004]および各論文の reference を参照。 











Feach ifornia 在住の 610 万人の Kaizer 会員を対象とするシス
テムと NHS を比較したこの研究が、 比較可能にするための調整をしたうえで導いた結論は
各
ion throughout the system, efficient management of hospital use, the benefits 










に British Medical Journal (19 Jan. 2002)に掲載され少なからぬショックを与えた
い論文を紹介する。California の 3 名の研究者がイギリスの NHS (National Health 
ce)と California’s Kaizer Permanente の the costs and performance を比較した
em et al. [2002]である。Cal
方面で大きな話題となった。会員 1 人あたりのコストがほとんど違わないにもかかわら
ず、いくつかの側面で performance に大きな差が存在した。とりわけ、Kaizer 会員の方が
more comprehensive and convenient primary care services and much more rapid access 
to specialist services and hospital admission を享受した。Conclusion は次の通りである
(p.135)。 
 
The widely held beliefs that the NHS is efficient and that poor performance in certain 
areas is largely explained by underinvestment are not supported by this analysis. 
Kaizer achieved better performance at roughly the same costs as the NHS because of 
integrat





62  3 mentary Health 
Care Policy   
ton, Same price, 
better care)、Graduate School of Business, Stanford University の Alain C. Enthoven 
次の 名である。カッコ内は組織の存在地と com のタイトルである。
Programme, King’s FundのJennifer Dixon (London, Funding is not the only
factor)、 Institute for Healthcare ImprovementのDonald M. Berwick (Bos
（California, Competition made them do it）.   
 54 ら






















8 年 4 月以降に後期高齢者医
 




て 12 月 1 日に政府・与党協議会で決定された。経済財政諮問会議の運営、とくに有識者議
員をサポートして提案をつくりあげる仕事に従事した大田弘子の回想である。 
  [I]に見た如く「医療崩壊」 「医師不足」 「タライ回し」 「老人イジメ」などのキーワードを
含む「医療問題」 「医療制度改革」論議が最近数年間の雑誌・新聞を賑わし続け




                                                  








 55 田[2006]の主張に同意するだろう。 
  一連の雑誌特集等に登場する執筆者の主張の多くに共通の特徴が、これまでに見てきた
わが国の医療について、近年次のような論争が戦わされた。それは、一部の新自由主義市





委員の 1 人である田中滋は「新自由主義とアメリカ経済」と題した『医療と経済』 (2008


















                                                                                                                                                  
確な対応をしなくなる（できなくなる)傾向が強い。このような「世論」とマスメディアの
相互作用が壮大なスケールの「暴走」として現実化したのが 1930 年代後半の日中戦争に至
るプロセスである。 この点に関しては、 三輪[2008]のたとえば 6-4-2 （391-401 頁） を参照。  
65 『世界』2008 年 2 月号「特集  医療崩壊をくい止める」対談における宇沢弘文教授の次





















                                                 
点を考慮すれば、 『講座』刊行中であったとしても最新刊のもの（2007 年 1 月刊の第 6
巻）にも情報がほとんど含まれない点に不満に感じる読者が少なくないだろう。 
























度の創設（1982 年）及びその大幅な改正（1987 年） 、退職者医療制度の創設を含む健康
保険制度の改革（1984 年） 、国民健康保険制度の改革（1988 年）といった具合に、ほと
んど 2 年おきに大きな制度改正が提案され、実現してきた。 ・・・80 年代を通じてわが国
 
66  閣議決定（2006 年 2 月 10 日） 、国会提出（2 月 10 日） 、衆議院本会議の趣旨説明・質疑
（4 月 6 日） 、衆議院可決（5 月 18 日） 、参議院本会議の趣旨説明・質疑（5 月 22 日） 、参
議院可決、成立（6 月 14 日） 、法律公布（6 月 21 日）の、平成 18 年法律第 83 号（健康保
険法等の一部を改正する法律） 、平成 18 年法律第 84 号（良質な医療を提供する体制の確立
を図るための医療法等の一部を改正する法律）である。以上、栄畑[2007、39 頁]。 








針」 が策定され、 基本的にそのラインで 2006 年 6 月には医療制度改革法が成立している。 
座』には日本の医療制度改革の経過およびそれ関連する議論に関わる詳細な情報が

































アメリカのCBO (The Congressional Budget Office、米連邦議会予算局)の予測である。(1)
 
67  雑誌等の一連の特集についても事情は異ならない。 
 58 アメリカでは医療費支出の対GDP比で日本のほぼ 2 倍の水準にあること、(2)国民皆保険で
はないし、連邦政府が医療保険の全般をカバーするのではないことの 2 点に留意して欲し



















                                                 
多い。以上の点を考慮すれば、早めにブレーキを踏んで減速し始めることが重要であり、
さもなければ本当に「崩壊」してしまうと心配する読者が少なくないはずだ。 
  当然、次の大田[2006、163 頁]の慨嘆に共感する読者が少なくないだろう。 
 
診療報酬はいわば医師の人件費でもあるし、また、国民医療費の費用構造を見














68  この数字は Rinvin and Antos ed. [2007、p.14]による。日本に関するものも含め、中長
期的な見通しに関心の読者には同書および Kotlikoff and Burns [2004]の参照を勧める。 
69 「市場原理主義(者)」などの表現を用いた主張・批判・非難に関心の読者は三輪・ラムザ
イヤー[2007、223-25 頁]の「市場原理主義(者)、重力原理主義（者） 、政府原理主義(者)」


































(1)第 1 巻 「医療機関の基礎理論と論点」 における 「規範分析」 「価値規範を上位概念に置」
く「(新)制度派経済学」が優勢であるとの宣言およびその主張を重視する見方。 






70  経済学の代表的古典である 1776 年の Adam Smith の『国富論』の時代から、同業者間
の競争を制限すること(これを通じて、 「効率化」への圧力を回避すること)が同業者の会合
の最大の関心事・話題だと指摘されている。 
 60 クターにおける資源の効率的配分」 （田中、2006、4 頁）や「医療計画」の基本的重
『講
割ある

























各種保険者の役割の見直し ・ 重視である。 これを象徴するキーワードの 1 つがmanaged care
の最後に紹介したFeachem et al. [2002]がNHSと比較して格段に優れた
pe
抱く読者が多いだろう。 









71  既刊 5 冊に目次には managed care、 マネージドケアという表現は見あたらない。 「近年、
わが国の医療制度改革をめぐる論議において、 『保険者機能』という概念が盛んに取り上げ
られるようになってきている」という文章で始まる、 『講座 2』第 8 章「保険者機能強化論
の経済・政策学」 （尾形、 2005） では密接に関連する論点を話題とするが、 何処にも managed 
care という表現への言及はない（ 『講座 2』 「はしがき」も同様である） 。山崎・尾形編[2003]
の第 15 章のタイトルは「マネジドケアと医療の質」である。 
72  The Kaizer-Permanente HMO (health maintenance organization) systemと呼ばれる。
Kaizer system のように自ら病院を所有する HMO を Kaizer-model HMOs と呼ぶ(Folland 
et al.、2007、p.248)。 
 61 た 『講座』 各論文の医療サービス市場の特徴づけと対比されたい。 Berndt et al. [2001、 p.146]
による。Moral hazard and principal-agent problem の双方が medical-care の分野で顕著
で
tion in a restaurant. Suppose an 




C) insurance for their workers. A “fee-for-service” F&C plan would 
allow the consumers to purchase their food and clothing at any merchant they 





The extent to which medical care services differ from other services can be 
illustrated by considering a hypothetical transac
Another person enters the restaurant, sits down at a table, eats the meal that was 
ordered, and then leaves. Finally, a third person comes in and pays for the meal. In 
medical care, these three persons are the physician, the patient, and the insurer.   
 
olland et al. [2007]は Chapter 12. Managed Care の冒頭部分で次の如く例示する
p.241-42） 。 
Suppose that rather than health care insurance, employers provided food and 
clothing (F&
choose, and would reimburse the consumers subject to coinsurance and deductibles. 
A consumer facing a 20 percent coinsurance rate could purchase filet mignon for $20 
per pound and have the insurer pay $16 per pound, or 80 percent of the price. 
Another consumer could purchase designer athletic shoes for $200 and have the 
insurer pay $160, again 80 percent of the price. Consumers would likely buy more 
(or more expensive) filet mignon or athletic shoes than if they had to pay the full 
amount themselves. The market effect of such plans would likely cause consumers 
and their insurers to worry about F&C cost and expenditure inflation. 
  Suppose that in response to the perceived high costs of food and clothing, a 
group of consumers and their employers organized and offered a “managed F&C” 
plan. In this plan, members (consumers and the employers) would p
am nt per person per month into the plan for food and clothing, presumably less 
than they were paying (together) under the fee-for-service plan. In return for this 
reduced cost plan, the consumers would be limited to shopping at a single shopping 
center with which plan managers had negotiated lower prices for food and clothing. 
Moreover, the plan managers could limit the types of goods purchased (no filet 
mignon) and might attempt to curb total consumer expenditures. It is likely that at 









.  Steering of enrollees to the selected providers. 
 (at the same time), or 
                                                 
メリカにおけるmanaged careの普及率は 1980 年代後半に急上昇した。 1995 年末には、
0 万人の私的保険加入者がHMO、PPO (preferred provider organizations)、ある
た。 公的保険加入者に占めるmanaged care加入者の比率も増加しつつある （1996 年まで
にMedicare beneficiariesの 12％、Medicaid beneficiariesの 39％が加入した） 。さらに、
1980 年以降、イギリス、オランダ、ドイツ、イスラエルを含むいくつかの国が公式に
managed careの要素を導入し、フランスの如くその導入を検討する国も現れた73。 
“Managed care dominates the United States health insurance marketplace.”とはいえ、
“the nature of managed care plans varies tremendously across plans and the degree of 






Folland et al. [2007]は Managed Care と題する章の経済的特性に注目した節で、次の如
く記し、とりわけその 1 が重要だとする(p.244)。 
 
Analysts identify three particular mechanisms by which health insurance plans seek 
to contain costs and/or improve quality of care: 
 
1.  Selective contracting, in which payers negotiate prices and contract selectively 
with local providers such as physicians an
2
3.  Utilization review of the appropriateness of provider practices. This utilization 
review may be prospective (in advance), concurrent
retrospective (looking back).   
 
73  以上、Glied [2000、pp.709-10]。HMO、PPO などについては Folland et al. [2007、
pp.246-47]を参照。 
74  “The term managed care encompasses a diverse array of institutional arrangements. 
There is no single broadly accepted definition of the term nor do any existing definitions 







 63  
発生から展開・普及に至るプロセスを含めて managed care (plans)の詳細に関心の読者



























ないはずだ。 「産婦人科医の不足」 、 「救急医療患者のたらい回し」や｢長期的な医師不足｣な










そのような読者は、2008 年 6 月 16 日『日本経済新聞』 （夕刊）の「国の医療費、実は詳
細不明」 と題する 「社会保障ミステリー」 欄の記事を見て驚き、 一部は了解しただろう。 「レ
















スの質の向上等のためのレセプト情報等の活用に関する検討会」 ）が 2008 年に入ってまと
めた報告書は、 「医療費等に係る調査・分析の現状」で「(2)  疾病別、診療内容別等の詳細
なデータは、別途社会医療診療行為別調査等で把握しているが、これらは抽出調査である


































リスの平均値の 2 倍を超える79。 ）
















されている）多様な選択肢それぞれの performance/cost はどれほどか？ 
(6)  医療サービス産業の効率性・生産性の上昇率はどれほどか？さらなる改善の余地はな


















































  上の設問も、たとえば次の 2 つの平明な設問群に分解できる。(2)が中心である。 
  (1)  政策に関わる意思決定はどのようにして行われてきたか？意思決定の中心的舞台は
どこか？誰が（どのような人達が）舞台の上およ
か？舞台の設定、出演者の選択、役割の割り振りなどの決定で中心的役割を演じ
                                                  
80  たとえば、アメリカ反トラスト法の施行過程に焦点を合わせた研究論文を集めた
McChesney et al. eds. [1995]を参照。日本の独占禁止法施行過程については三輪・
Ramseyer [2004a]あるいは Miwa and Ramseyer [2005]、出資法の運用を通じる日本の金
融規制については三輪・Ramseyer [2003]あるいは Miwa and Ramseyer [2007]を参照。関
係経済主体の合理的な選択の結果として対象を理解・分析するから、このような立場に立
つ political scientists のグループは、 『講座』編集者の間では評判が悪い「新古典派経済学
者」と呼ばれる標準的なタイプの経済学者や Law & Economics の研究者などと一括して
rational choice school と呼ばれる。 




























































れを受けて 2 月に発足した有識者会議がとりまとめたものである。 
「基本的合意」に掲げられた以下の 6 点が有識者会議の検討事項であった。 
(1)  診療報酬改定に関する企画・立案の在り方との関係を含めた中
在り方 
(2)  公益機能の強化 
(3)  病院等多
(4)  委員の任期の在り
(5)  診療報酬の決定手続の透明化及び事後評価の在り方 
(6)  その他、医療の現場や
  少なくとも一部では必要性が強く叫ばれていた「中医協の
契機は、2004 年 4 月に発覚した歯科診療報酬改定に関わる日本歯科医師会幹部
払側委員（元委員）に対する贈収賄事件である84。これを契機として中医協の見直しを求め












という 1/4 世紀の長期間にわたり日本医師会会長であった武見太郎は、 「医療で重要な審議
会は中医協だけだ。あとはあってもなくてもいい。ほかの審議会で議論している事案は、
すべて国会にかかるので、そちらを手配しておけばいい」とよく言っていた。医師の死命
を制する点数表がこの審議会で決まることを重視したためである。 以上、 水野[2005、 118-19
頁]。 
83  栄畑[2007、177-84 頁]を参照。 
84  事件について、たとえば水野[2005、115-27 頁]を参照。 












大綱」が前年 12 月 1 日に政府・与党医療改革協議会で決定された。さらに、医療費適正
化を強く求める経済財政諮問会議等との厳しい議論の中間的整理として位置づけられる
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」 （ 「骨太の方針 2005」 ）の閣議決定は
2005 年 6 月であり、各方面から強く求められてきた医療保険制度の抜本改革（新たな高齢
者医療制度の創設等）の方向性を示した「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基
本方針」の閣議決定は 2003 年 3 月である(同上、20 頁)。 




















































は明らかでない。ここでは、第 1 巻、第 2 巻、第 3 巻に示された『講座』 （編集委員会）の
基本的考え方として[II]や[IV][V]で取り上げた見解・主張、および[VI-1]～[VI-3]に見た情


















87  中医協の在り方に関する有識者会議の報告書が提出された 7 月 20 日のほぼ 10 日後に社
会保障審議会医療部会が「医療提供体制に関する意見中間まとめ」
度の見直し等による地域の医療機能の分化・連携の推進」の一環として 1985 年の医療法改
 71   たとえば、[V]の最後に紹介した British Medical Journal (19 Jan. 2002)に掲載され「医
療関係者」を含むイギリス国民に少なからぬショックを与えた興味深い論文を想起された
い。 イギリスの NHS (National Health Service)と California’s Kaizer Permanente の costs 




                                                                                                                                                  
正により制度化された医療計画制度の見直し等について提言した。[IV]の後半で言及した





































 72 する読者が多いだろう。 同時に、 そのような比較研究に必要なデータが整備されておらず、
「関係者」の多くがそのような比較研究の実行を望まず、結果として実行される見通しが
ほとんどないこと、 さらに比較研究が NHS に対するものと同様の評価を導く可能性があり
そのことを「関係者」の多くが回避したいと考えることを理解する読者も多いだろう。 
 
[VII]. Health Economics への招待 
 
  世界中で多くの人達がhealth economics、the economics of medical careなどと呼んで重
する研究分野の成果・方法と、日本で「医療経済（学） 」 「医療（政策）研究」などと呼
は
勧める。Health economics の方法・研究成果に接して理解を深める途上で、 「医
療
分析対象が医療サービス関連現象であるという点でhealth economicsに特色がある
                                                 
視
ばれる研究分野の成果・方法の関係は必ずしも明確ではない90。前者を象徴する存在を
Journal of Health EconomicsやCulyer and Newhouse eds. [2000]とし、後者を象徴するの
が二木他編『講座  医療経済・政策学』 （ 『講座』 ）とすれば、以上に見た如く、両者の関係
少なくとも疎遠であり、前者へ至る入り口・誘導路として『講座』を薦めるのは不適切
だろう。これが、この論文と本節のタイトルに「医療経済学」という表現を用いない理由
である。 「医療問題」 「医療危機」 「医療崩壊」などをキーワードとする雑誌・新聞・TVなど
の特集 ・ 記事 ・ 報道のほとんどとhealth economicsの関係についても、 同様のように見える。 
「医療経済（学） 」分野で著名な人物達が結集したものとして『講座』を位置づけ、 『講








ことを了解するだろう。Health economics さらに economics に関する基本的な理解とそれ
を踏まえた冷静な読み方・評価が可能になったのちに、必要に応じて接近することを勧め
る。 
多くの読者がすでに了解したはずであるが、次の 3 点で health economics が日本の「医
療経済学」と異なる（ように見える）ことを確認しておこう。 
(1) 
としても、 基礎理論 ・ 分析手法は標準的な経済学(economics)であり、 その点で health 
economics は特別ではない。 
(2)  専門的研究者や専門化した academic journals が存在するが、health economics の
 
90  Douglas North, Oliver Williamsonなどを代表とするInstitutional Economicsと日本の
「 （新）制度派経済学」の関係についても同様ではないかと私は考えている。 
 73 代表的研究成果の多くが広範な分野の論文を掲載する「一般的な」academic 
journals に発表される。また、専門的研究者の多くが health economics 以外の分野
別な知識の習得に多大な時間と
ここでは、health economics へ招待するに際して、読者に有用であると考える 4 つの参
1 点は分野の全体像に関わる。Health economics と呼ばれる研究分野の話題・issues
の





                                                 
の研究にも従事する。(1)(2)の意味で、health economics の分野はそれ以外の経済学
分野から独立した（隔離された）存在ではない。 











一覧を求める読者には、大部であるが Culyer and Newhouse eds. [2000]の目次および関
心のある各章（
troduction の参照を勧める。Jones ed. [2006]は health economics 研究最前線の topics
を手っ取り早く知るためには便利であるが内容の理解により高度な素養と重大な覚悟を必
要とする。 






Watson [2003]を薦める。 ミクロ経済学の基礎を十分に理解した読者には、 health economics
の教科書を読むよりも、関心のある分野の代表的なsurvey論文あるいは代表的な論文に挑
戦することを勧める。 このような読者には、health economicsの教科書は概して冗長で退屈
だろう。代表的な教科書の 1 つがFolland et al. [2007]である。どちらかといえば、手元に
置いて、必要に応じて必要な箇所を参照するという使い方を勧める。 
第 3 点は health economics を含む経済学の empirical study の研究文献の読み方に関わ
る。[V]の冒頭に紹介した如く、経済学の empirical study の方法の基本部分は、多くの自
然科学のものと異ならない。 このため、 いずれかの分野で多くの標準的な
 










となく、第 1 点で記した代表的論文や survey 論文等に向かうか、さらに、興味を持った代
表的論文を手にし、必要に応じて economics、econometrics、health economics などの標
準的テキストの関係箇所を参照することを勧める。今日の代表的なテキストは 700 頁など
という厚さのものが多く、体系的に書かれているとはいえ、事前の読破には適さない。 
第 4 点は「医療経済学」等の関心の範囲に関わる。日本で「医療経済（学） 」 「医療（政
策）研究」などと呼ばれる研究分野の成果・方法を眺めると、経済学サイドからは経済政
策の一環として眺める傾向が強く（ 「(新)制度派経済学」者たちは「各々の文化・社会が
固有の価値規範を上位概念に置き」 、規範を重視する） 、 「医療従事者」サイドでは「医療
政策」を重視する傾向が強い。しかし health economics の基本部分は、医療に関わる（経
済）現象の原因・発生メカニズムを研究する”positive study”である。 「政策」との関連を特
別に重視することによる health economics への関心の範囲の限定は、health economics へ
の関心を歪め、重要な部分を遠ざけ、さらに無視する危険がある。この点からも、health 
economics への直接の接近が重要であり、 第 1 点に従って、 あらかじめ研究成果を概観する
ことを勧める。 
 






について検討する positive study（とりわけ、empirical study）に圧倒的比重があり、
normative study の部分は存在するとしてもその比重は小さい （はずである） 。 「医療従事者」
「医療関係者」によるものだとする（仲間意識に基づく）親近感・安心感もあって、とり
あえず(まずは)「医療（政策）研究」や「医療従事者」による「医療経済学」の文献（たと
えば、 『講座』 ）を手にする傾向があるだろう。前項の第 3 点と第 4 点は、とりわけ｢医療従
事者｣「医療関係者」にとって重要である。 
第 2 に、参考として第 3 点と第 4 点の重要性を例示するケースを紹介しておく92。経済学
                                                  








 75 のempirical studyで標準的手法の基礎となるeconometricsの代表的入門書であるStock 
and Watson [2003]は、Ch. 10. Instrument Variables RegressionとCh. 11. Experiments 
and Quasi-Experimentsの 2 箇所でJournal of the American Medical Association （JAMA）
に掲載されたMcClellan et al. [1994]をExamplesの 1 つとして紹介している（pp.362-64、
401-2） 。3 名のPhD（うち 2 名はMDでもある）による、経済学の標準的手法を用いた研究
論文がthe American Medical Association(直訳すれば、アメリカ医師会)の機関誌に発表さ






















とした共感を覚える読者 （とりわけ 「医療従事者」 ） が少なくないだろう。 Law & Economics
                                                  






health economics 研究の最大の関心の対象の 1 つになってきたのが心臓発作(AMI)である。
研究のサーベイに関心の読者は Cutler et al. [2001]、Hedenreich et al. [2001]を参照。 
 76 （ 「法と経済学」 ）の分野でも類似の現象を観察する機会が多かった。この点に鑑み、Law & 

















である。 それは 「法」 が研究方法の一つではなく （また、 社会科学の分野の一つでもなく） 、
社会の一つの「現象」にすぎないからである。言い換えれば、 「法」 、 「社会における法の
影響」 、または「法に対する社会の影響」等は、研究の方法ではなく、研究し得る客体に










.  結語 
 






ような知的ゲームに一種の面白さを感じたのも事実であった」 （はしがき、iii 頁） 。引用し
た部分に関する解説を含め、 「法と経済学」分野に関心の読者は三輪[2000]を参照。この論
文の Reference からも明らかな如く、professor Ramseyer と私の過去 10 年間にわたる共












































ろう。 「医療のこと、患者のことは、医者が・・・」と考えて health economics への接近を
躊躇してきた「経済学関係者」についても同様だろう。 
  「医療問題」 「医療危機」 「医療崩壊」などと表現される困難な状況に直面したこと、産
業として巨大な存在に成長したこと、多くの分野の研究者の関心を刺激する多様な研究テ
ーマに恵まれたことなどの理由により、とりわけ 1980 年
 78 心とする先進諸国で health economics が急速に展開・発展した。各国で急展開した医療制








療危機」に対応するための有効な手段となることが期待される health economics への実質
的関心は、日本ではこれまた他の先進諸国に例を見ないほど低い。 
  日本の「医療経済学」 「医療政策研究」分野を代表する著名な研究者達が企画・編集し、
計画された 6 冊のうち 5 冊が現時点までに刊行された二木他編『講座  医療経済・政策学』













  最後に、 「経済学なんて・・・」という気分とともに経済学を軽視することの恐ろしさに
対して警鐘を鳴らす文章を引用する97。 標準的なものとして受け入れられている経済学に対
して批判的な立場に立つ著者のものである(McCloskey、1986、p.xviii)。 
                                                  










2005 の Part I）を参照。 
97  繰り返しになるが、関連して、 「 『規制緩和すればいいってもんじゃない』と言いたいあ
なたに」を副題とする三輪
 79  
Unfortunately, though, the conclusions are of more than academic interest. The 
conversations of classicists or of astronomers rarely affect the lives of other people. 
T
rse with each other 
h
 
hose of economists do so on a large scale. A well-known joke describes a May Day 
parade through Red Square, with the usual mass of soldiers, guided missiles, rocket 
l a u n c h e r s .  A t  t h e  l a s t  c o m e  r a n k  u p o n  r a n k  o f  p e o p l e  i n  g r a y  b u s i n e s s  s u i t s .  A  
bystander asks, “Who are those?” “Aha!” comes the reply, “those are economists: you 
have no idea what damage they can do!” Their conversations do it. 
It is not merely the economists in Moscow or Washington who do damage. Even out 
of range of congressmen and bureaucrats the way economists conve
as effects. J. M. Keynes made the point in another remark trite among them: “The 
ideas of economists and political philosophers, both when they are right and when 
they are wrong, and more powerful than is commonly understood. Indeed, the world is 
ruled by little else…. Madmen in authority, who hear voices in the air, are distilling 
their frenzy from some academic scribbler a few years back.”   
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